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研究成果の概要（和文）： 現行の国の政策である環境保全型農業直接支払交付金を定量的に評価する学際的モ
デルを開発した。滋賀県の西の湖流域を対象に、栄養塩の流入量の変化が水棲生態系に与える影響を分析した。
西の湖における水棲生態系の回復には、全農家の4割以上によるまとまった、15～20年以上の長期的な取り組み
が必要なことが示された。
 また、同じく国の政策である多面的機能支払交付金の農村振興への影響について、滋賀県近江八幡市白王町を
事例として分析した。白王町では、同交付金の前身の事業への参加を契機に、むらづくりの多様な取り組みを始
めた。各活動の階層構造を抽出し、各段階におけるソーシャル・キャピタルの役割について検討した。
研究成果の概要（英文）：This study developed an interdisciplinary model to evaluate the Direct 
Payment for Environmentally-Friendly Agriculture, the current scheme by Ministry of Agriculture, 
Forestry and Fisheries, Japan.  We measured the effect of the change in nutrients inflow on the 
aquatic ecosystem in the watershed of Lake Nishinoko, Shiga Prefecture.  The analysis showed that a 
substantial share of farms, over two-fifth, is required to commit to the scheme for 15 to 20 years 
in order to restore the aquatic ecosystem.
     The effects of the Multifunctional Grant System, the current national scheme, on rural 
development were also examined in the case of Shirao-cho community in Omihachiman City, Shiga 
Prefecture.  The Multifunctional Grant System served as a momentum for a series of rural development
 activities in the community.  We revealed the hierarchy of these activities and the role of social 
capital for rural development in the community.
研究分野：農業経済学
キーワード： 環境保全型農業直接支払交付金　生物多様性　農村振興　滋賀県
  ２版
様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本における政策の評価は、政策評価法が
平成 14 年に施行されてから、国の機関によ
って行われるようになったが、まだ定性的な
評価が多く、数値目標も包括的なものにはな
っていない。たとえば、本研究で対象とする
環境保全型農業直接支援対策（現行の環境保
全型農業直接支払交付金）についての農林水
産省の行政事業レビューシートをみると、所
管部局による点検は定性的な記述であり、成
果指標にはエコファーマー累積新規認定数、
有機 JAS認定農産物生産量、化学肥料使用量
が、活動指標には対策の支援面積がそれぞれ
設定されているが、環境への効果を示す指標
は使われていない。 
いっぽう、欧州連合（EU）では、共通農業
政策（CAP）の農村振興プログラムについて
の規則が、施策の中間評価と事後評価を加盟
国に義務づけている。評価にあたってはいく
つかの指標を設定することとされており、環
境分野においては指標の作成に関する研究
がすすめられている。また、OECDでは農業
環境政策の評価に関するワークショップを
開催し、費用効果的な農業環境政策の指針を
まとめている。 
 
２．研究の目的 
日本の農業環境・資源政策の評価手法を開
発し、実際の施策の評価を試みる。評価の対
象は、現行の国の政策である環境保全型農業
直接支援対策（現行の環境保全型農業直接支
払交付金）と農地・水保全管理交付金（現行
の多面的機能支払交付金）とする。前者は農
業環境政策の 1つとして、後者は農村振興政
策の一例として位置づける。 
環境保全型農業直接支援対策は、化学肥料
と農薬を慣行栽培の半分以下に減らすこと
に加え、地球温暖化対策または生物多様性保
全に貢献する取り組みを行う農業者に対し
て交付金を支給するという制度である。農
地・水保全管理交付金は、地域で協働して行
う農地・水路などの資源の日常的管理と農村
環境の保全のための活動に対して交付金を
支給し、施設の長寿命化や地域環境の保全に
資する高度な取組に対して追加的な支援を
行うという制度である。この制度は、農業者
以外の多様な主体の参画を要件とし、普及啓
発として子供が参加する活動や都市と農村
の交流なども対象となっており、地域振興に
つながる活動もある。 
 
３．研究の方法 
(1)調査対象地域は滋賀県とする。滋賀県は環
境保全型農業の推進に積極的で、国に先駆け
て平成 16 年に環境農業直接支払制度を導入
した。平成 24 年度の環境保全型農業直接支
援対策の交付件数と実施面積は全国一、農
地・水保全管理交付金の共同活動支援は対象
農用地の 66％が取り組んでおり、兵庫、福井
に続き全国第三位である。このようなことか
ら施策の経験が豊富である。 
環境保全型農業直接支払交付金の評価に
関しては、西の湖の生態系への影響を分析す
る。西の湖は琵琶湖周辺に残された内湖の中
で最大のものであり、近年その価値が見直さ
れている。 
多面的機能支払交付金に関しては、近江八
幡市の白王町を対象とする。ここでは、農
地・水・環境保全向上対策（多面的機能支払
交付金の前身）への参加を契機として、むら
づくりの多様な取り組みを行っている。 
(2)環境保全型農業直接支払交付金の評価に
関しては、まず近江八幡市安土町において、
農家を対象とした聞き取り調査を実施する
ことで、現地の営農活動に関する理解を深め
た。また、安土町で営農活動をおこなってい
る全農家を対象に、アンケートを実施して、
農家がこのプログラムに参加し、環境保全型
農業に移行するために必要な支払水準を推
計した。 
(3)つぎに、農業活動が水棲生態系に及ぼす影
響を明らかにするため、モデルを構築した。
陸域流出過程は、分布型流出解析モデルであ
る AIST- SHANELモデルにより、環境保全型
農業直接支払交付金を通じた農法変化によ
る栄養塩流出量への影響をモデル化した。さ
らに湖沼生態系については、生態系の数値シ
ミュレーションモデルである CASM モデル
により、西の湖への栄養塩の流入量の変化が
水棲生態系に与える影響を分析した。 
(4)多面的機能支払交付金の影響に関しては、
白王町で 4回聞き取りを行い、むらづくりの
さまざまな取り組みを把握した。 
 
４．研究成果 
(1)安土町の全農家を対象に実施した、アンケ
ート調査の結果に基づき、コンジョイント分
析を行った。これは条件の異なるさまざまな
直接支払を仮想的に作り出し、それらに対す
る回答者の反応を統計的に分析することで、
交付金を受け取り、環境保全型農業を採用す
るために必要な支払水準を推計するもので
ある。分析の結果、農家が同交付金に参加す
るための受入補償額（WTA）は、現行の支払
水準よりも高いことが示された。このことか
ら、多くの農家を参加させるためには、支払
水準の引き上げが重要な施策のひとつとい
える。  
(2)上記の農家の採択プロセスと、栄養塩流出
のモデルの分析を統合した結果、支払水準の
向上は環境保全型農業の取り組み面積を有
意に拡大し，西の湖に流入する栄養塩を削減
する効果が確認できた。ただし、西の湖にお
ける水棲生態系の回復には、全農家の 4割以
上によるまとまった取り組みが必要であり、
政策効果が顕在化するには長期的なコミッ
トメント（参加農家数にもよるが、おおむね
15～20年以上）が必要であることが示された。
これらの結果から、現行の環境保全型農業直
接支払交付金は、より多くの農家の長期間の
参加を促す方向で、制度設計を再検討する必
要があると考えられる。 
(3)白王町の聞き取りから、以下のことを明ら
かにした。白王町では、多面的機能支払交付
金の前身である農地・水・環境保全向上対策
への対策に参加したことで、草刈りや水路管
理などの地域資源をそれまでより確実かつ
広範に保全・管理できるようになった。これ
を契機に、むらづくりのためのざまざまな活
動に取り組むようになった。活動は農地・農
業用水の維持管理、地域コミュニティの維持、
環境の保全・向上、地域資源の積極的な活用、
外部へのアピールの 5項目に分類でき、それ
ぞれの活動が段階的かつ有機的に進められ
ている。各項目は階層構造をなしており、こ
れが包括的むらづくりに繋がっている。また、
むらづくりの基盤となる農地・農業用水の維
持管理、地域コミュニティの維持、環境の保
全・向上といった項目においては、ボンディ
ング型のソーシャル・キャピタルが、それら
より後の段階で取り組まれる地域資源の積
極的な活用と外部へのアピールにおいては、
ブリッジング型のソーシャル・キャピタルが、
それぞれ役割分担しつつ有効に機能してい
る。 
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